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特殊学級数
学校開放地域活動モデル事業実施校

項　　　　　　目

スクールカウンセラー配置数
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中学校数 97
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8787学校図書館開放校

外国語指導助手数
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15年度末
( 現 状 )

57
207

41
206

16年度末
( 実 績 )

249

17年度末
( 実 績 )

106
207

281

学校図書館地域開放事業

207
106
207

18年度末
( 実 績 )

18年度末
( 目 標 )

98

計　　画　　事　　業　　の　　実　　施　　状　　況

主　な　施　設　、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

新しいタイプの定時制高校設置
地域に開かれた学校づくりの推進
学校開放地域活動モデル事業

特色ある市立高校づくり

施策

番号

3,000
94,000
10,000

（仮称）札幌市幼児教育振興計画の策定(終了）【再掲】

わたしたちの児童会館づくり事業【再掲】
「子どもの権利」推進事業
札幌市教育推進計画の策定(終了）

芸術体験キッズプロジェクト事業【再掲】
林間学校
さっぽろ夢大陸「大志塾（仮称）」事業

実　績　事　業　費

家庭教育学級
不登校対策の推進
Kitaraファーストコンサート事業【再掲】

17年度
( 決算 )
16,600
184,897
31,535 30,27531,535
3,000
9,987

3,000
10,577

4,913

14,824

21,459

5,729
20,440

229,949
0

ゆたかな心と創造性あふれる人を育む街さっぽろ

自立した市民に育てる教育の推進

14,796
192,689

96.648,295

1,443

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 施 策 総 括 調 書

18年度
( 決算 )

事　　業　　名

（単位:千円）

基 本 目 標

重点戦略課題

5

1

施
策
の
基
本
方
針

　学校、家庭、地域などが、それぞれの役割を果たすとともに連携を一層充実し、思いやりとゆた
かな心をはぐくむ環境づくりと学びの意欲を育てる教育を推進することで、子どもたちの生きる力
を伸ばし自立した市民に育成します。
　また、人間尊重、国際理解、環境問題、情報化などの今日的な課題に対応する教育を推進しま
す。

施策
番号

50,000
547,000

16,899
151,102

計 画
事業費

16年度
( 決算 )

467943
167,000 60,243 32,87847,506
3,000

4,810
0

106

15,000 7,316 10,63103,315
15,000 15,032 15,03200
573,000 158,437 546,655204,412183,806
4,000 2,000 3,99501,995

225,000 71,560 216,28872,50272,226

102,000 32,600 84,758

989898

8,000 2,177 6,5292,176

40,000 13,500 41,164

404035

35,000 0 32,777

255

18,000 5,842 22,88510,7246,319
3,000 738 1,877510629
7,700 1,407 10,0413,8184,816

551,000 237,614 467,563
0
0

5,784,000 5,323,482 5,323,482

3,000 3,010 4,265 142.21,255
2,080 2,0800 0

27,048

― 0 　
14,726

0
24,000 9,643 45,828
3,600

9,000 90.0

31,718

140,627

57.8

84.9
0

92.0

127.1

93,345 99.3

4343

95.1
102.9

81.6

　

315

26,000
9,000

84

2,853

2,176

95.4
100.2
70.9

「教えてファイヤーマン」事業の充実 99.9

10,796 120.0

96.1

93.6
83.1

191.0

62.6

12,840

国際理解教育の推進（外国語指導助手招致）
国連軍縮札幌会議の開催（終了）
サイエンス・パートナーシップ事業(終了)

楽しさとゆとりのある給食推進事業(終了)
学校新築事業(終了)
学校適正配置計画の策定
特別支援教育研究モデル事業
北翔・豊成養護学校看護師配置モデル事業
特殊学級整備
特別支援教育の充実（学びの手帳発行）

合 計

84.2

9,561 30,125 115.9
1,073

進 捗
率

130.4

528,688 96.7

-
- 　 -

追 加 ・ 補 強 事 業 の 実 施 状 況( 参 考 )

- 　

　 -

　

-
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主　　　な　　　取　　　組　　　内　　　容

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 施 策 総 括 調 書

基 本 目 標 5

１6　年　度　(　実　績　)

思いやりとゆたかな心をはぐくむ環境づくり

●計196の幼稚園・小学校・中学校で
家庭教育学級を開設・実施（１６学級増
加）。
●不登校児童生徒の学校復帰の相談
指導学級を１学級増設し４箇所で実
施。また関係機関と連携し生徒、保護
者、学校への支援のあり方実践研究を
実施。
●市内小学６年生全員を対象とした
オーケストラ演奏鑑賞事業の補助を実
施。
●子どものためのオペレッタのワーク
ショップ等の事業への補助を実施。

●林間学校に障がい児を対象とし、健
常児と共に活動するモデル事業を実
施。

●子どもの自主性等を育む体験活動
事業さっぽろ夢大陸「大志塾(仮称)」の
調査事業を実施。
●児童会館建設に際し、子どもへのア
ンケートや子どもを構成員とする検討
委員会を設置。
●子どもの権利条約の普及啓発活動
の実施と子ども議会の開催。

●計200の幼稚園・小学校・中学校で
家庭教育学級を開設・実施（４学級増
加）。
●不登校対策としてスクールカウンセ
ラーを全中学校、高等学校に配置。フ
リースクール等の民間施設との連携に
より、不登校児童生徒への支援を推
進。

●さっぽろ夢大陸「大志塾」事業を本
格実施。

●児童会館の運営に関し、子ども運営
委員会を設置（３館）。

●子どもの権利条約の普及啓発活動
の実施、札幌市子どもの権利条例制
定検討委員会を設置し、（仮称）札幌
市子どもの権利条例の素案作りに着
手、子ども議会の開催。

17　年　度　(　実　績　) 18　年　度　(　実　績　)

重点戦略課題 1 自立した市民に育てる教育の推進

ゆたかな心と創造性あふれる人を育む街さっぽろ

●計206の幼稚園・小学校・中学校で家
庭教育学級を開設・実施（６学級増加）。

●フリースクール等の民間施設との連携
により、不登校児童生徒への支援を推
進。

●舞台芸術（オペレッタ）のワークショップ
の開催やホール公演だけでなく、子ども
たちが児童会館・老人ホームでお出かけ
コンサートを実施。
●16、17年度実施したモデル事業を検証
し、林間学校に通常学級在籍児童と特殊
学級在籍児童が一緒に活動するコース
を新設。
●さっぽろ夢大陸「大志塾」を夏期・冬期
に開催するなど、内容を拡充して実施。

●児童会館の運営に関し、事業へ子ども
の意見を反映できるよう、子ども運営委員
会を9館（合計１２館）に設置。
●子どもの権利に関する普及啓発活動、
札幌市子どもの権利条例素案作成と条
例案提出（平成19年第1回定例会に提
出、賛成少数により否決）、子ども議会の
開催。

施策１

施策２ 学びの意欲を育てる教育の推進

●主に義務教育に関する中長期計画
である札幌市教育推進計画を策定。
●学校給食の充実のため、食器をステ
ンレス製から強化磁器へ改善、ランチ
ルーム備品を整備。
●屯田北小学校と屯田北中学校の新
築工事の実施。
●学校適正配置計画策定作業の実
施。
●障がいのある子どもの地域学習の在
り方を、４小学校をモデル事業校に指
定し、盲・聾・養護学校と協力して、調
査研究を実施。また、継続した教育的
支援のための情報をファイリングできる
「学びの手帳」2,400冊を発行。

●市立高校へ単位制導入と新学科設
置。

●札幌市幼児教育振興計画を策定。

●養護学校における医療的ケア体制
整備のため、北翔、豊成養護学校へ
看護師を配置し、看護師配置のデータ
収集、教職員との連携等に関する調査
研究を行う、本市独自のモデル事業を
実施。
●特殊学級を小学校14学級、中学校2
学級整備。
●市立高校に普通科専門コース制を
導入、また商業科を未来商学科に改
編。

●札幌市幼児教育振興計画アクションプ
ログラムを策定。

●地域学習モデル事業については、一
定の成果を得たことから、17年度で終了
し、18年度は学校におけるボランティア
ネットワークの構築や運営の在り方等の
調査研究を行う「特別支援教育ボランティ
ア導入モデル事業」を「学校支援ボラン
ティア導入モデル事業」と名称変更し、実
施。
●北翔、豊成養護学校の看護師につい
て、モデル事業の検証をふまえ、2名（各
1名）から4名（各2名）に増員し、看護師の
複数配置のもとでの調査研究を実施。

●多くの特殊学級開設要望に応えるた
め、特殊学級の整備内容を見直して、小
学校19学級、中学校9学級を整備。
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課　　　　題評　　　　価（　成　　果　）

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 施 策 総 括 調 書

1 自立した市民に育てる教育の推進

18　年　度　(　実　績　)

○不登校対策の推進については、学校の取組は、進んで
いるが、不登校児童生徒数は、依然として減少せず、数の
上での変化が見られないことから、学校における教育相談
体制の一層の充実を図るなど、今後についても、効果的な
取り組みを継続して実施していく必要がある。
○子どもの権利条例については、今後、条例の再提案を
目指して準備を進めるが、そのためには、子どもの権利の
概念、条例の意義等について、より多くの市民に理解いた
だくための効果的な取組を検討する必要がある。
  また、権利侵害から子どもを救済するための制度の検討
に当たっては、子どもを含めた多くの市民から親しまれる、
実効性ある制度とするための工夫が必要である。

施
策
２

施
策
１

○家庭教育学級を200学級以上開設するなど、家庭や地
域の教育力向上のための支援を実施した。
○不登校対策の推進については、スクールカウンセラーを
中学校９８校と高等学校８校に配置したことにより、中学
校、高等学校の教育相談体制が充実し、不登校生徒への
支援が進んだ。
○林間学校や大志塾事業など子どもたちの自主性、創造
性、協調性などを育むための体験的な活動・学習の場や、
Kitaraファーストコンサート、芸術体験など、子どもが文化
芸術を身近に感じることができ、豊かな感性を育む機会を
提供した。
○子どもの権利条例の制定過程においては、検討委員会
及び子ども委員会を中心に、多くの市民の参加のもと、素
案が作成された。また、パブリックコメントでは、多くの市民
から貴重な意見が寄せられた。
　条例案は、これらの市民意見や市議会での議論等を参
考に作成し、平成19年第1回定例会に提案したものの、賛
成少数により否決という結果となった。

○学校支援ボランティア導入モデル事業については、各モ
デル事業校の地域の実状や対象となる児童の障がいの状
況に応じた取り組みを行い、ＰＴＡや地域住民だけではな
く、地域の大学とも協力して取組みを行った。
○特殊学級整備事業では、可能な限り多くの開設要望に
応えることができるよう、教室の整備内容の見直しを行い、
開設学級数の増加に努めた。
○地域に開かれた学校づくりの推進では、地域人材の活
用により、子どもたちの興味・関心を高める授業展開がなさ
れている。
○札幌市教育推進計画や札幌市幼児教育振興計画を策
定し、既存の札幌市高等学校教育改革推進計画及び札
幌市特別支援教育基本計画と合せて４つのプランに基づ
く施策を実施した。

○学校支援ボランティア導入モデル事業について、発達
障がいのある児童生徒への対応も喫緊の課題であり、その
ボランティア支援の在り方について調査研究を実施する必
要がある。
○特殊学級新設の要望は今後も増加することが見込まれ
るため、整備内容を見直した教室と既存の特殊学級の教
室との整備水準の格差について、どのように縮小していく
か検討が必要である。
○学校図書館地域開放事業では、学校教育との連携や公
共図書館等の関連施設との連携をより強化していく必要が
ある。また、地域人材の活用等、参加者をより広げていくた
めに本事業のPRの強化が必要である。
○各計画については、今後の計画期間についても着実な
施策の実施に努めていく必要がある。

基 本 目 標 5 ゆたかな心と創造性あふれる人を育む街さっぽろ

重点戦略課題

●新しいタイプの定時制高校整備に
係るPFI導入可能性調査を実施。

●学校開放地域活動モデル事業を新
たに５校で開始し、計35校で実施。
●学校図書館地域開放事業を新たに
３校で開始し、計84校で実施。
●小学校４年生を対象とした防火、防
災、救急に関する体験型出前教育を
計172校で実施。
●外国語指導助手をJETプログラムで
１名増員、また、民間委託（Non-JET）
の試行で４名増員。

●サイエンス・パートナーシップ事業
で、地域での科学教育の充実を図る
「科学教育札幌モデル」実験事業等を
実施。

●新しいタイプの定時制高校及び市立
中央幼稚園の整備及び維持管理に関す
るPFI手法導入に向け、実施方針の策定
及び事業者の選定業務を実施。

●学校開放地域活動モデル事業を新た
に５校で開始し、計40校で実施。
●学校図書館地域開放事業を新たに３
校で開始し、計87校で実施。
●小学校４年生を対象とした「防火、防
災、救急」に関する体験型出前教育を実
施希望のあった203の小学校で実施。
●外国語指導助手をJETプログラムで１
名増員、また、民間委託（Non－JET)で４
名増員。

主　　　な　　　取　　　組　　　内　　　容

１6　年　度　(　実　績　) 17　年　度　(　実　績　)

施策２ 学びの意欲を育てる教育の推進

●地域人材活用推進支援と開かれた
学校づくりに向け実践的研究委託を実
施。
●学校開放地域活動モデル事業を新
たに５校で開始し、計30校で実施。
●学校図書館地域開放事業を新たに
３校で開始し、計81校で実施。
●小学４年生対象の防火、防災、救急
に関する体験型出前教育計115校実
施。
●外国語指導助手をJETプログラムで
４名増員、計33名体制で168校へ派
遣。

●軍縮会議に併せセミナー等を開催
し、平和への市民意識の向上を図っ
た。
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基 本 目 標 5 ゆたかな心と創造性あふれる人を育む街さっぽろ

重点戦略課題 1 自立した市民に育てる教育の推進

　この重点戦略課題においては「学校、家庭、地域などが、それぞれの役割を果たすとともに連携を一層充実し、思いやり
とゆたかな心をはぐくむ環境づくりと学びの意欲を育てる教育を推進することで、子どもたちの生きる力を伸ばし自立した
市民に育成します。　また、人間尊重、国際理解、環境問題、情報化などの今日的な課題に対応する教育を推進しま
す。」という施策の基本方針を掲げ、その方針に沿った成果指標を設定した。
　これらの成果指標は、当重点戦略課題の計画事業のうちの一部事業に係るものであり、これらの成果指標の目標達成
度をもって、当重点戦略課題全体の評価を行うことは難しいが、成果指標には、目標値に届かないものであっても、事業
としては着実な取り組みが行われているものもあり、それらを含め、事業項目各々について見ると、課題は残っているもの
の、事業費実績や評価において、各事業の達成度は概ね高いことから、全体的に見て、重点戦略課題の達成状況は高
いと思われる。

成　　果　　指　　標　　等　　の　　動　　向

項目1 項目2 不登校生徒数（中学校）（人）不登校児童数(小学校）(人）

項目3 地域への授業公開校の割合（小・中学校）（％） 項目4 小・中学校における地域人材の活用人数（人）

項目5
電車やバスの中で席を譲った経験がよくある、たま
にある子どもの割合（％）

項目6
学習の中で不思議だと思ってもそのままにする子ど
もの割合（％）

成 果 指 標 か ら 見 た 重 点 戦 略 課 題 の 評 価

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 施 策 総 括 調 書
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